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【 事業報告 】
１．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

２．会計監査人の状況
（１）会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ
当社は、会社法に基づく会計監査ならびに金融商品取引法に基づく財務諸表監査及び内部統制

監査を有限責任監査法人トーマツに委嘱しております。
なお、同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別の

利害関係はありません。

（２）責任限定契約に関する事項
該当事項はありません。

（３）当事業年度に係る会計監査人の報酬等
①当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 69百万円
②当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 180百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引法
上の監査に対する報酬等の額等を区別しておらず、実質的にも区分できないことから、上記①の金額は
これらの合計額を記載しております。

２．上記②の金額は、連結子会社の新規上場に係る証券発行に伴うコンフォートレター作成業務の非監査業
務の対価が含まれております。

（４）会計監査人の報酬等に監査等委員会が同意した理由
当社監査等委員会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する

実務指針」を踏まえ、監査項目別監査時間及び監査報酬の推移ならびに過年度の監査計画と実績
の状況を確認し、当事業年度の監査時間及び報酬額の見積りの妥当性を検討した結果、会計監査
人の報酬等につき、会社法第399条第１項及び第３項の同意を行っております。

（５）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合には、監査等

委員会は監査等委員全員の同意により会計監査人を解任いたします。また、会計監査人の職務の
執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合には、監査等委員会は、会計監査人の
解任または不再任を株主総会の会議の目的とすることといたします。
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３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（１）業務の適正を確保するための体制

当社及び子会社の業務の適正を確保するための体制の内容は以下のとおりであります。

①当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための
体制

a. 企業行動憲章を制定し、当社及び子会社の役職員に対して、企業行動憲章により定められてい
る企業活動の根本理念を十分に理解させることにより、法令等遵守の意識の徹底を図る。

b. 当社及び子会社の取締役が、法令・定款を遵守すること、ならびに企業理念に則った行動を取
るよう、各社の取締役会及び経営会議等を通じて監視し、徹底を図る。

c. 当社及び子会社の役職員が日々の業務を行うにあたり遵守すべき基本的な行動基準を定め、当
社及び子会社のコンプライアンス推進のための活動・統制を行う組織としてコンプライアンス
委員会を設置する。また、コンプライアンス委員会の活動概要は定期的に取締役会に報告す
る。

d. 当社はパソナグループ全体を対象とする内部通報制度を設け、内部通報窓口を社内及び社外
に設置し、パソナグループの使用人等からの通報による、組織的または個人に関わる法令に違
反する恐れのある重大な事実等の未然の防止、早期把握に取り組む。

e. CIU室及びグループ内部監査室は当社及び子会社（上場子会社を除く）に対し内部監査を実施
し、業務遂行の適正性、妥当性ならびに適法性を監査し内部統制の向上を図る。

f. 当社は、企業行動憲章に基づき、反社会的勢力に対して毅然とした態度で臨み、一切の関係を
遮断する。また、不当要求等への対応を所管する部署を定めるとともに、事案発生時の報告及
び対応に係る規程等の整備を行い、警察等関連機関とも連携し毅然と対応する。

g. 当社と利害関係を有しない社外取締役を選任し、取締役の相互監視・監督機能を強化すること
により、適法性を確保する。

h. 常勤監査等委員ならびに当社と利害関係を有しない監査等委員である社外取締役による監視を
行う。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の意思決定または取締役に対する報告に用いる重要な文書の作成、保存及び廃棄につい
ては制定された文書管理規程に基づき、実行されるよう徹底を図る。

③当社及び子会社の損失の危機の管理に関する規程その他の体制

a. 当社及び主要な子会社は危機管理について定められたリスクマネジメント規程により管理を行
うとともに、役職員全員に危機管理マニュアルを周知することにより徹底を図る。

b. リスクマネジメント体制における最高責任者はグループ代表とする。リスクに関する統括管理
は当社及び主要な子会社に設置されたリスクマネジメント委員会が行い、コーポレートガバナ
ンス本部の担当役付執行役員をリスクに関する統括責任者として指名する。

c. リスクマネジメント委員会は、危機管理マニュアルに基づいて予め具体的なリスクを想定・分
類し、有事の際には迅速かつ適切な情報伝達が行えるよう、整備を行っておく。

d. 当社のCIU室及びグループ内部監査室は、当社及び子会社（上場子会社を除く）の各部署の日
常的なリスク管理状況の監査を実施する。
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④当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

a. 当社及び子会社の各取締役の職務執行については、各社において組織規程により業務分掌、職
務権限を定め、これにより責任の明確化ならびに効率的な業務の遂行を図る。

b. 当社は定例取締役会を月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催する。また、監
査等委員ではない取締役及び常勤監査等委員ならびに役付執行役員が出席する経営会議におい
て、業務執行に関する経営課題を審議する。

c. 子会社は会社の規模に応じて定例取締役会を毎月もしくは少なくとも四半期に１回以上開催す
るよう取締役会規程を定めており、当社の経営企画部が開催状況を定期的に確認する。また、
子会社は必要に応じて臨時取締役会を開催する。

d. 当社及び子会社の取締役会は、経営の執行方針、法令で定められた事項やその他経営に関す
る重要事項を決定し、業務執行状況を監督する。

⑤当社ならびに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
上記①～④に掲げる事項のほか、
a. 子会社の取締役または監査役を当社から子会社に派遣し、取締役会への出席及び監査役による
監査を通じて経営の状況を把握し、監督する。

b. 子会社（上場子会社を除く）とグループ経営契約を締結し、取締役等の職務執行に係る重要事
項について当社が報告を受ける体制とする。

c. 当社のCIU室及びグループ内部監査室は当社及び子会社（上場子会社を除く）の内部監査を実
施し、その結果を常勤の取締役及び監査等委員ならびに役付執行役員が出席する内部監査報告
会に報告し、状況に応じて必要な管理を行う。

d. 財務報告の適正性確保のため、当社の内部統制委員会は内部統制委員会規程に基づき、内部
統制評価計画の策定、グループ内部監査室が実施する内部統制評価のモニタリングを行い、内
部統制報告書を作成し、取締役会へ提出する。

⑥監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
監査等委員会室を設置し、監査等委員会室の要員が専任の補助使用人として監査等委員会の職
務の補助を行う。

⑦前号の取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性及び監査
等委員会の当該取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

a. 監査等委員会の補助使用人は当社の業務執行に係る役職を兼務せず、監査等委員会の指揮命令
下で職務を遂行する。

b. 監査等委員会の補助使用人の人事異動・人事評価・懲戒処分には、監査等委員会の事前承認を
得る。

⑧当社及び子会社の取締役及び使用人が当社の監査等委員会に報告するための体制及び当社の監査
等委員会または子会社の監査役に報告した者が報告をしたことを理由として不利益を受けないこ
とを確保するための体制

a. 当社及び子会社の取締役及び使用人は、会社の信用を著しく低下させる事項及び会社の業績を
著しく悪化させる事項が発生し、または発生する恐れがあるとき、役職員による違法または不
正な行為を発見したときは速やかにコンプライアンス・ホットライン規程に基づき内部通報窓
口に通報することとする。内部通報窓口に通報があった内容は、当社ホットライン事務局（社
内窓口）を通じて、ただちに当社の監査等委員会及び被通報者が所属する会社に報告する。

b. 前項の報告者に対し、報告を理由とした不利益な取扱いは行わない旨を当社及び子会社のコン

― 3 ―



プライアンス・ホットライン規程に定めて徹底する。

⑨監査等委員の職務の執行について生ずる費用の処理の方針その他監査等委員会の監査が実効的に
行われることを確保するための体制

a. 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続き、その他の当該職務
の執行について生ずる費用または債務の処理は、監査等委員からの申請に基づき適切に行う。

b. 監査等委員会は、代表取締役社長、会計監査人、CIU室、グループ内部監査室、監査等委員会
室及び子会社監査等委員または監査役と連携を強め、必要に応じて随時意見交換会を開催す
る。

（２）運用状況
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

①内部統制システム全般
当社及び子会社の内部統制システム全般の整備・運用状況を当社のCIU室、グループ内部監査

室及び内部統制委員会（当事業年度は4回開催）がモニタリングし、改善を進めております。
グループ内部監査室及び内部統制委員会は金融商品取引法に基づく「財務報告に係る内部統制

の有効性の評価」を行っております。
当社のグループ内部監査室は、子会社に対し、業務遂行の適正性、妥当性、適法性を確保する

ために、監査計画に基づき内部監査を実施しております。その監査結果については、取締役及び
執行役員に報告し、再発防止策の協議を行っております。

②コンプライアンス
グループの全役職員の行動指針として「パソナグループ企業行動憲章」を定め、役職員に対し

ての階層別の定期的なコンプライアンス研修を実施しております。また、当社及び子会社全体で
共有する「コンプライアンス・マニュアル」を制定し、コンプライアンスの徹底という基本原則
をより確実に実施することを目的として、「パソナグループ行動規範」を規定しております。
法令遵守体制の点検・強化を当社のコンプライアンス委員会（当事業年度は12回開催）が中心

となって実施し、当社及び子会社におけるコンプライアンス体制・状況等について、取締役会へ
の報告を行っております。
「社会の問題点を解決する」という企業理念のもと、社会的責任（CSR）を果たすために、コ

ンプライアンス委員会で当社及び子会社のコンプライアンスに関する課題の把握とその対応策の
立案・実施をしており、重要な法令違反が発生した場合もしくは発生の恐れがある場合には、当
該子会社と連携し、調査・是正・勧告措置を実施しております。
法令違反・不正行為等の早期発見及びそれらを未然に防止することで当社の社会的信頼を維持

することを目的とし、パソナグループ・コンプライアンス・ホットライン規程を制定し、当社ホ
ットライン事務局及び第三者機関を窓口とした内部通報制度「パソナグループ・コンプライアン
ス・ホットライン」を当社ならびに国内及び海外子会社に設置しており、通報内容がただちに当
社の監査等委員会に報告される体制を整備しております。また、パソナグループ・コンプライア
ンス・ホットライン規程に通報者が不利益を受けない旨を規定しております。
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③リスク管理
当社の危機管理に関する基本的事項について定め、経営に重大な影響を及ぼす危機を未然に防

止すること、及び万一発生した場合の被害の極小化を図ることを目的として、リスクマネジメン
ト規程を制定し、当社グループのリスクに関する統括組織、リスクマネジメント委員会（当事業
年度は１回開催）を設置しております。
危機管理マニュアルに基づき、予めリスクマネジメント委員会が具体的なリスクを一元的に想

定・分類し、重要リスクを特定することにより、リスクの未然防止とともに万一発生した場合の
迅速かつ的確な対応を図っております。また、災害を想定した訓練も適宜行っております。

④子会社経営管理
子会社の経営管理につきましては、当社の経営企画部にて子会社の経営管理体制を整備、統括

するとともに、子会社（上場子会社を除く）との間で締結した「グループ経営契約」に則り、同
契約が定める事前協議事項について、それぞれの当社の主管部門が、子会社から事前に承認申請
または報告を受ける体制を整えております。
また、子会社が行う重要な業務執行については、当社の取締役会及び経営会議で審議・報告を

実施しております。
当社のグループ内部監査室は、子会社（上場子会社を除く）に対する監査を実施しており、グ

ループ経営に対応した効率的なモニタリングを実施しております。

⑤取締役の職務執行
「パソナグループ企業行動憲章」や役員取扱規程等の社内規程を制定し、取締役が法令及び定

款に則って行動するように徹底しており、組織規程に業務分掌、職務権限を定め、これにより責
任の明確化ならびに効率的な業務の遂行を図っております。
法令で定められた事項及び経営に関する重要事項については、事前に経営会議にて議論したう

えで、取締役会に付議しております。当事業年度においては、取締役会は17回開催されており、
活発な議論・意見交換がなされ、意思決定及び監督の実効性確保に努めております。
また、社外取締役を複数名選任し、かつ、取締役会等を通じて社外取締役から積極的な発言が

行われる機会を設けることで、監督機能を強化しております。

⑥監査等委員会
社外取締役を含む監査等委員は、取締役会への出席及び常勤監査等委員による経営会議及びそ

の他の重要会議への出席を通じて、内部統制委員会や内部統制に係る組織が担当する内部統制の
整備、運用状況を確認しております。また、会計監査人、CIU室及びグループ内部監査室などの
内部統制に係る組織と必要に応じて双方向的な情報交換を実施することで当社の内部統制システ
ム全般をモニタリングするとともに、より効率的な運用について助言を行っております。
専任の補助使用人が所属する監査等委員会室を監査等委員会の直轄下に設置し、執行部門の組

織から分離させており、補助使用人の異動、処遇等の人事事項は監査等委員会の事前承認を得た
うえ、実施しております。
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【 連結株主資本等変動計算書 】
（単位：百万円）

株 主 資 本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2021年６月１日残高 5,000 14,029 20,801 △2,417 37,413
会計方針の変更による累積的影
響額 － － 12 － 12
会計方針の変更を反映した当期
首残高 5,000 14,029 20,813 △2,417 37,425

連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 － － △1,196 － △1,196
親会社株主に帰属する
当期純利益 － － 8,621 － 8,621

自己株式の取得 － － － △0 △0

株式給付信託による
自己株式の処分 － － － 39 39

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 － 2,993 － － 2,993

連結子会社の増資による
持分の増減 － 763 － － 763

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） － － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － 3,757 7,424 39 11,220
2022年５月31日残高 5,000 17,786 28,238 △2,378 48,646

その他の包括利益累計額
新 株
予 約 権

非 支 配
株主持分

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

2021年６月１日残高 694 10 36 741 4 11,619 49,779
会計方針の変更による累積的影
響額 － － － － － － 12
会計方針の変更を反映した当期
首残高 694 10 36 741 4 11,619 49,792

連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 － － － － － － △1,196
親会社株主に帰属する
当期純利益 － － － － － － 8,621

自己株式の取得 － － － － － － △0

株式給付信託による
自己株式の処分 － － － － － － 39

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 － － － － － － 2,993

連結子会社の増資による
持分の増減 － － － － － － 763

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 436 187 △26 597 － 5,535 6,133

連結会計年度中の変動額合計 436 187 △26 597 － 5,535 17,354
2022年５月31日残高 1,131 197 10 1,339 4 17,155 67,146
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【 連結注記表 】
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の状況
① 連結子会社の数 66社
② 主要な連結子会社の名称

株式会社パソナ
株式会社ベネフィット・ワン
ビーウィズ株式会社
株式会社パソナテック
パソナ・パナソニック ビジネスサービス株式会社
株式会社ニジゲンノモリ

③ 新規 ６社
設立：

株式取得：
持分法適用会社からの変更：

株式会社パソナHR HUB
株式会社古酒の舎
株式会社awajishima resort
株式会社All Japan Tourism Alliance
株式会社JTBベネフィット(注)１
株式会社匠創生(注)２

④ 除外 ２社
株式会社ディージーワン(注)３
株式会社More-Selections(注)４

(注)１．2022年４月１日付で当社の連結子会社である株式会社ベネフィット・ワンと合併し、
消滅しております。

２．重要性が増したため、持分法適用会社から移行しております。
３．当社の連結子会社である株式会社ベネフィット・ワンが保有する全株式の売却を行った

ため、連結の範囲から除外しております。
４．当社の連結子会社である株式会社パソナと合併し、消滅しております。

（2）非連結子会社の状況
① 非連結子会社の数 12社
② 主要な非連結子会社の名称

株式会社パソナフォース
③ 連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分
に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲
から除外しております。
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２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用会社の状況
① 持分法適用会社の数 ９社
② 主要な持分法適用会社の名称

株式会社イー・スタッフィング
株式会社全国試験運営センター
サークレイス株式会社

③ 除外 １社
株式会社匠創生(注)

(注)重要性が増したため、連結子会社に移行しております。

（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社
① 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の数 ９社
② 主要な持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称

株式会社パソナフォース
③ 持分法を適用しない理由

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及
び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性
がないため持分法適用の範囲から除外しております。

３．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの
時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・市場価格のない株式等
移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項
により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入
手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。
② デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
・商品 主に移動平均法
・貯蔵品 最終仕入原価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
・建物（附属設備を含む）及び構築物

定額法（ただし、2016年３月31日以前に取得した建物附属設備及び構築物は定率法）
・その他の有形固定資産

主に定率法
② 無形固定資産（リース資産を除く）
・ソフトウエア 社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法
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・顧客関係資産 その効果の発現する期間（９～22年）に基づく定額法
③ リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（3）重要な繰延資産の処理方法
社債発行費
社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

（4）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
② 賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ 役員賞与引当金
役員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

④ 役員株式給付引当金
「役員株式給付規程」に基づく取締役及び役付執行役員への株式の給付に備えるため、当連

結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。
⑤ 従業員株式給付引当金
「株式給付規程」に基づく従業員等への株式の給付に備えるため、当連結会計年度末におけ

る株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

（5）重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社は、以下の５ステップアプローチに基づき、顧客との契約から生じる収
益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。
ステップ５：履行義務の充足時に（または充足するにつれて）収益を認識する。
なお、当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義
務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）の詳細は、
「（収益認識に関する注記）」に記載しております。

（6）退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に充てるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、発生年度の翌連結会計年度に一括損益処理しております。
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③ 小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（7）のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その効果の発現する期間（３～20年）を見積り、均等償却を行っ
ております。のれんの金額が僅少なものについては、発生時に一括償却をしております。

（8）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
原則として、繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしているため、
金利スワップは特例処理によっております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：金利スワップ
ヘッジ対象：借入金

③ ヘッジ方針
金利等の相場変動リスクの軽減、資金調達コストの低減、または将来のキャッシュ・フロー

を最適化するためにデリバティブ取引を行っております。短期的な売買差益の獲得や投機を目
的とするデリバティブ取引は行わない方針であります。
④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段の相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額を基礎に

して、ヘッジの有効性を評価することとしております。なお、金利スワップの特例処理の要件
を満たしているため、ヘッジの有効性の評価を省略しております。

（9）連結納税制度の適用
当社及び一部の連結子会社は、連結納税制度を適用しております。

（10）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
当社及び一部の国内連結子会社は、翌連結会計年度から、連結納税制度からグループ通算制
度へ移行することとなります。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第
８号)において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせ
て単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度へ
の移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）
第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額につ
いて、改正前の税法の規定に基づいております。
なお、翌連結会計年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地
方法人税ならびに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用
する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）を
適用する予定であります。

（会計方針の変更に関する注記）
１．収益認識に関する会計基準等の適用
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移
転した時点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することと
しております。これによる主な変更点は、以下のとおりです。
アウトソーシング事業において、従来、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識していた
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取引のうち、顧客への役務提供における連結子会社の役割が代理人に該当する取引と判断したもの
については、顧客から受け取る対価から業務委託先へ支払う額を控除した純額で収益を認識する方
法に変更しております。
また、エキスパートサービス事業において、従来、顧客から受け取る派遣スタッフに係る通勤交

通費見合いの額について、顧客から受け取る対価から派遣スタッフへ支払う額を控除した純額で収
益を認識しておりましたが、派遣業務に係るサービス提供の対価の一部であり、連結子会社の役割
が本人に該当する取引と判断し、総額で収益を認識する方法に変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影
響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用し
ております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より
前までに従前の取扱いに従ってほとんど全ての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及
適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当連結会
計年度の期首より前までに行われた契約変更について、全ての契約変更を反映した後の契約条件に
基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減しており
ます。
収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に

表示していた「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形」「売掛金」及び「契約資
産」に区分して表示し、「流動負債」に表示していた収益に係る「前受収益」は、当連結会計年度よ
り「契約負債」に含めて表示しております。
この結果、収益認識会計基準等の適用前と比べて、当連結会計年度の連結損益計算書は売上高は

5,046百万円減少し、売上原価は5,175百万円減少し、販売費及び一般管理費は160百万円増加し、
営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ31百万円減少しております。
当連結会計年度の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の

利益剰余金の当期首残高が12百万円増加しております。
１株当たり情報に与える影響は、「（１株当たり情報に関する注記）」に記載しております。

２．時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計

基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に
関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従
って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしておりま
す。なお、連結計算書類に与える影響はありません。
また、「（金融商品に関する注記）」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

等の注記を行うこととしております。

（表示方法の変更に関する注記）
連結貸借対照表
前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に含めておりました「預り金」（前連結会計

年度5,518百万円）は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。
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（会計上の見積りに関する注記）
１．地方創生ソリューションセグメントに属する固定資産の評価
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(単位:百万円）
科目名 金額

有形固定資産 建物 6,936
構築物 3,433
土地 183
リース資産 247
建設仮勘定 23
その他 857

有形固定資産合計 11,682
無形固定資産 ソフトウエア 337

リース資産 4
その他 4

無形固定資産合計 347
投資その他の資産 その他 92
投資その他の資産合計 92
固定資産合計 12,121
減損損失 132

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
当連結会計年度の連結計算書類に計上されている有形固定資産、無形固定資産等合計51,260百万

円のうち12,121百万円は、地方創生ソリューションセグメントに属する複数の商業施設運営事業に
関する固定資産であり、当連結会計年度において減損損失を132百万円計上しております。減損損
失に至った主な経緯は、「（連結損益計算書に関する注記）」に記載しております。
地方創生ソリューションセグメントについては、主に、各商業施設を資産のグルーピング単位と

しております。固定資産減損損失の認識要否を判断するにあたっては、経営者により承認された資
金生成単位ごとの事業計画を基礎として割引前将来キャッシュ・フローを算定し、加重平均資本コ
ストを割引率とした使用価値を回収可能価額としております。
割引前将来キャッシュ・フローや使用価値の見積りにおける重要な仮定は、事業計画における利

用者数の拡大による成長及び割引率であります。
当該セグメントは、人件費等の固定的な費用が多く、商業施設の開設後に利用者数が一定水準に

至るまでの期間において費用負担が先行するため営業損失が継続している状況にあります。また、
天候や災害等の影響で利用者が減少する可能性や、利用者への訴求力増加施策が不十分であった場
合や利用者の高い満足度を得られない場合に利用者数が想定を下回る可能性があります。
新型コロナウイルス感染症により、特に飲食事業やアミューズメント事業、宿泊事業を展開する

当該セグメントは、各施設で感染拡大防止の措置を講じながらも、営業休止や時短営業などの影響
を受けておりましたが、その中でも当社グループは、afterコロナを見据え、積極的に新規施設の開
設を進めております。まん延防止等重点措置が解除された本年３月以降、国内の観光客が増加して
おり、今後、各国からの入国制限緩和などにより、インバウンドの需要も、徐々に回復していくこ
とが想定されます。固定資産の減損会計等の会計上の見積りについては、現状の業況ならびに連結
計算書類作成時に入手可能な情報に基づき、国内観光客の更なる増加や、中期的には海外からの観
光客の増加も見込まれると仮定して見積りを行っております。
新型コロナウイルス感染症の今後の影響の予測を含む、会計上の見積りには不確実性が伴うため、

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化した場合など、固定資産の減損会計に係る仮定に変更が
生じることにより、翌連結会計年度において、固定資産の減損損失の計上が必要となる可能性があ
ります。
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２．株式会社JTBベネフィット取得に伴い発生した無形固定資産及びのれんの測定
当社の連結子会社である株式会社ベネフィット・ワン（以下、「ベネフィット・ワン」という。）

は、2021年10月29日付で株式会社JTBベネフィット（以下、「JTBベネフィット」という。）の株式
100％を取得して、連結子会社といたしました。当連結会計年度において、JTBベネフィットから取
得した識別可能な資産及び引き受けた負債の認識と測定を行った結果、8,441百万円の無形固定資産
（顧客関係資産）を計上し、当該無形固定資産を含む識別可能な資産及び引き受けた負債の純額に対
する取得価額の超過額5,898百万円をのれんとして計上しております。ベネフィット・ワンは、JTB
ベネフィット株式の取得価額を決定するにあたり外部の評価専門家を利用し、割引キャッシュ・フ
ロー法を用いておりますが、当該評価モデルは経営者によって判断されたJTBベネフィットの事業計
画による将来キャッシュ・フロー予測を基礎としております。また、ベネフィット・ワンは無形固
定資産の識別及び算定にあたり外部の評価専門家を利用し、インカムアプローチ（超過収益力）を
用いておりますが、この評価モデルにおいても、上述の将来キャッシュ・フロー予測を基礎として
おります。なお、いずれの評価モデルにおいても、割引率ならびに将来キャッシュ・フロー予測に
おける既存顧客の減衰率を重要な見積り要素と判断しております。

（連結貸借対照表に関する注記）
１．現金及び預金
「現金及び預金」の中には、受託案件に係る顧客からの一時的な預り金が含まれており、当社グルー
プによる使用が制限されております。

預り金 10,123百万円

２．担保資産
(1) 担保に供している資産(帳簿価額)

建物 488百万円
土地 25百万円
計 513百万円

(2) 担保に係る債務(帳簿価額)
短期借入金 90百万円
長期借入金 1,395百万円
計 1,485百万円

３．有形固定資産の減価償却累計額 16,659百万円
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（連結損益計算書に関する注記）
減損損失
１．減損損失を計上した主な資産グループの概要

場所 用途 種類
兵庫県淡路市 商業用 建物及び構築物 等

２．減損損失に至った主な経緯
商業用の一部施設において、今後の事業計画を見直した結果、回収可能価額が帳簿価額を下回
ったため、その帳簿価額全額を減損損失として計上しております。

３．減損損失の金額
(単位:百万円）

種類 金額
建物 98
構築物 23
工具器具備品（注） 4
土地 4
無形固定資産等（注） 0
(注)連結貸借対照表上、「工具器具備品」は有形固定資産の「その他」に、「無形固定資産等」は無形固定資産の「そ

の他」に含めております。

４．資産のグルーピングの方法
当社グループは、原則として独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主とし
て法人を基本単位として資産のグルーピングをしておりますが、一部においては、内部管理上採
用している事業区分により資産のグルーピングをしております。

５．回収可能価額の算定方法
上記資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・
フローが見込めないため零としております。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度
期末株式数
（株）

普通株式 41,690,300 ― ― 41,690,300

２．自己株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度
期末株式数
（株）

普通株式 2,550,899 71 34,876 2,516,094

（注）１. 当連結会計年度末の自己株式（普通株式）には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式424,862株及び株
式給付信託（J-ESOP）が保有する当社株式298,114株が含まれております。

２. 自己株式（普通株式）の株式数の増加71株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
３. 自己株式（普通株式）の株式数の減少34,876株は、株式給付信託（BBT）の給付による減少27,238株及び株
式給付信託（J-ESOP）の給付による減少7,638株による減少であります。

３．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2021年７月15日
取締役会 普通株式 利益剰余金 1,196百万円 30円 2021年５月31日 2021年８月６日

（注）配当金の総額には、株式給付信託（BBT）及び株式給付信託（J-ESOP）が基準日時点で保有していた当社株式に
対する配当金22百万円が含まれております。

（2）当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり

配当額 基準日 効力発生日

2022年７月15日
取締役会 普通株式 利益剰余金 1,396百万円 35円 2022年５月31日 2022年８月５日

（注）１．配当金の総額には、株式給付信託（BBT）及び株式給付信託（J-ESOP）が保有する当社株式に対する配当金
25百万円が含まれております。

２．１株当たり配当額には、特別配当５円が含まれております。
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金調達についてはグループCMS（キャッシュ・マネジメント・システ
ム）によるグループ資金の有効活用を図る一方で金融機関からの借入及び社債発行も行ってお
ります。また、資金運用については、その対象を充分な流動性を有する安全性の高い短期の預
金等に限定しております。なお、デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用
しており、投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証
券は、大半が取引先企業との業務または資本提携等に関連する株式であり、市場価額の変動リ
スクに晒されている有価証券も一部ございます。
営業債務である買掛金及び未払費用は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。
借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に運転資金及び設備投
資に必要な資金の調達を目的としたものであります。
デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利
スワップ取引であります。ヘッジの有効性の評価方法は、金利スワップの特例処理の要件を満
たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略しております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理
営業債権に係る信用リスクについては、各社の社内規程に従い、期日・残高管理を行いつつ

スクリーニングも行っております。回収懸念先については月次の与信会議にて信用状況を把握
する体制としております。

② 市場リスクの管理
長期借入金の金利変動リスクについては、分割弁済によりその影響を緩和するとともに、当

社財務経理部において管理しております。
デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っており

ます。
上場株式については、四半期ごとに時価の把握を行うとともに、非上場株式については発行

企業の財務状況を把握したうえで取引企業との関係を勘案しつつ保有状況の見直しをしており
ます。

③ 流動性リスクの管理
当社財務経理部ではグループ月次預金残高報告を受けるとともに、グループCMSにより各社

の流動性リスクを随時管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用
することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2022年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお
りであります。なお、市場価格のない株式等は、含まれておりません((※３)参照)。

連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
（百万円）

差額
（百万円）

投資有価証券 3,997 3,997 －
敷金及び保証金 9,063 8,999 △63

資産計 13,060 12,997 △63
社債 4,396 4,081 △314
長期借入金 38,779 38,329 △449
リース債務 966 960 △6

負債計 44,142 43,371 △770
デリバティブ取引（※２） － － －
（※１）現金及び預金、受取手形、売掛金、未収還付法人税等、買掛金、短期借入金、未払金、未払費用、未払法人税

等、未払消費税等、預り金については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似
するものであることから、記載を省略しております。

（※２）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた
め、その時価は当該長期借入金の時価に含まれております。

（※３）市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額
は以下のとおりであります。

区分 連結貸借対照表計上額
(百万円)

非上場株式 2,931
（※４）連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資については記載を省略

しております。当該出資の連結貸借対照表計上額は９百万円であります。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の
３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における調整されていない相場価格に

より算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ
トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類
しております。
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（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 3,572 － － 3,572
社債 － 424 － 424

資産計 3,572 424 － 3,997

（2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
敷金及び保証金 － 8,999 － 8,999

資産計 － 8,999 － 8,999
社債 － 4,081 － 4,081
長期借入金 － 38,329 － 38,329
リース債務 － 960 － 960

負債計 － 43,371 － 43,371

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
上場株式及び社債は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時
価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社グループが保有している社債は、市場での取引頻度が低
く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

敷金及び保証金
主としてオフィスの賃借時に差し入れている敷金・保証金であり、償還予定時期を見積り、安全性の高い長期の
債券の利回りを基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

社債及びリース債務
これらの時価は、元利金の合計額と当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法
により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
元金利の合計額と当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定してお
ります。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体とし
て処理された元金利の合計額を、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法によ
り算定しており、長期借入金は全てレベル２の時価に分類しております。

（賃貸等不動産に関する注記）
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。
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（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

報告セグメント

合計
連結
計算書類
計上額

HRソリューション
ライフ
ソリュー
ション

地方創生
ソリュー
ション

エキスパート
サービス、
BPOサービス

他

キャリア
ソリュー
ション

アウト
ソーシング

売上高

エキスパートサービス 151,520 － － － － 151,520 151,520

BPOサービス 137,319 － － － － 137,319 137,319
HRコンサルティング、
教育・研修、その他 7,181 － － － － 7,181 7,181

グローバルソーシング 8,043 － － － － 8,043 8,043

キャリアソリューション － 14,665 － － － 14,665 14,665

アウトソーシング － － 37,040 － － 37,040 37,040

ライフソリューション － － － 6,686 － 6,686 6,686

地方創生ソリューション － － － － 3,639 3,639 3,639
顧客との契約から
生じる収益 304,064 14,665 37,040 6,686 3,639 366,096 366,096

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
① エキスパートサービス
エキスパートサービスは、派遣スタッフを募集・登録し、顧客である企業等へ派遣する「労働者

派遣事業」を行っております。エキスパートサービスにおける履行義務は、当社グループと雇用契
約を締結した派遣スタッフを派遣先企業に派遣し、契約に合意された期間にわたって、約束した派
遣サービスを提供することであり、当該履行義務は、契約期間にわたり稼働時間の経過につれて充
足されると判断し、稼働時間を基に収益を認識しております。なお、顧客から受け取る派遣スタッ
フに係る通勤交通費見合いの額は派遣業務に係るサービス提供の対価の一部であり、当社グループ
の役割が本人に該当する取引と判断し、総額で収益を計上しております。また、履行義務を充足し
てから対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、当該顧客との契約に基づく債権に
ついて、重要な金融要素の調整は行っておりません。

② BPOサービス
BPOサービスは、顧客から受付、総務、営業事務、経理、給与計算、営業・販売等の業務を当社

グループが受託しBPOサービスを提供しているほか、当社グループであるビーウィズ株式会社が自
社開発のデジタル技術等を活用したコンタクトセンター・BPOサービスの提供を行っております。
BPOサービスにおける履行義務は、顧客から委託された業務を契約期間内に完成し成果物を引渡す
ことのほか、当社グループが自己の責任・管理の下で委託された業務を行うサービスを提供するこ
とであり、当該履行義務は、成果物の引渡しが必要な契約については、顧客に当該成果物を引渡し
た時点で充足されると判断し、当該成果物を引渡した時点または顧客が検収した時点で収益を認識
しております。また、当社グループが自己の責任・管理の下で委託された業務を行う契約について
は、契約期間にわたり毎月均一のサービスを提供する場合には、期間定額で収益を認識し、毎月の
サービス内容に大きな変動がある場合には、発生したコストを基に収益を認識しております。なお、
履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、当該履行義務を充足する際に発
生する費用を回収することが見込まれる場合には、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積る
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ことができる時まで、原価回収基準により収益を認識しております。なお、履行義務を充足してか
ら対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、当該顧客との契約に基づく債権につい
て、重要な金融要素の調整は行っておりません。

③ HRコンサルティング、教育・研修、その他
HRコンサルティング、教育・研修、その他は、フリーランスや上場企業の元役員等、特定領域に

深い知見を持つ専門家等のプロフェッショナル人材による経営支援のほか、企業やパブリックセク
ターから受託している教育・研修事業や、グローバル企業の人材の一元管理を支援するタレントマ
ネジメントシステムの導入・活用に関するコンサルティング等を行っております。HRコンサルティ
ングにおける履行義務は、主に経営課題に対するコンサルティングを行う経営支援サービスを提供
することであり、当該履行義務は、契約期間にわたり毎月均一のサービスを提供するため、期間定
額で収益を認識しております。教育研修における履行義務は、主に顧客企業に社員に対する階層別
研修、グローバル人材育成、ビジネスマナー研修サービスを提供することであり、当該履行義務は、
研修を実施した時点で充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。なお、履行義務
を充足してから対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、当該顧客との契約に基づ
く債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。

④ グローバルソーシング
グローバルソーシングは、海外において、人材紹介、人材派遣・請負、給与計算、教育・研修等

のフルラインの人材関連サービスを提供しております。グローバルソーシングにおける履行義務は、
顧客に対して実施するサービスの性質に応じて、①エキスパートサービス、②BPOサービス、⑤キ
ャリアソリューション等と同様の会計処理を行っております。なお、履行義務を充足してから対価
を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、当該顧客との契約に基づく債権について、重
要な金融要素の調整は行っておりません。

⑤ キャリアソリューション
キャリアソリューションは、転職・就職の希望者を募集・登録し、同時に求人情報を収集して相

互のニーズをマッチングする有料職業紹介事業である「人材紹介」、ならびに、企業の人事戦略に基
づいて転身を支援する「再就職支援」を行っております。人材紹介における履行義務は、顧客企業
が求めるキャリア・能力等を有する人材を紹介するサービスを提供することであり、当該履行義務
は、当社グループから顧客企業へ紹介した人材である紹介者が顧客企業に所属し、顧客企業が便益
を享受できる時点において充足すると判断し、当該紹介者が顧客企業に入社した時点で収益を認識
しております。再就職支援における履行義務は、顧客企業の退職者または退職予定者等のサービス
利用者に対して、転職・再就職や独立起業等のキャリア支援サービスを提供することであり、当該
履行義務は、当社グループと顧客企業が合意した契約に定められた期間にわたり当該利用者に対し
再就職支援サービスを継続的に提供し、当該利用者がサービス提供を受けると同時に顧客は便益を
得ると判断し、期間定額で収益を認識しております。なお、サービス提供期間について更新の定め
のある契約については、事業年度末において、利用者についての前５事業年度のサービス開始から
決定等までの実績を基に算定された平均決定期間を算出し、その期間にわたり、期間定額で収益を
認識しております。また、取引価格の算定において、当社グループから顧客企業へ紹介した人材で
ある紹介者が入社後の一定期間内に退社した場合、対価の一部を返金することが契約に定められて
いるものについては、過去の実績等により返金額を見積り取引価格に含め、返金負債を計上すると
ともに収益より控除しております。なお、返金額の見積りは、収益の重大な戻入が生じない可能性
が非常に高い範囲でのみ認識しています。人材紹介については、履行義務を充足してから対価を受
領するまでの期間が通常は１年以内であるため、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な
金融要素の調整は行っておりません。再就職支援については、利用者がサービス提供を受ける開始
時期によって、対価を受領してからサービス提供まで１年を超えることがありますが、利用者のサ
ービス開始時期によって対価の額は変動しないことから、重要な金融要素は含まれていないと判断
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しております。

⑥ アウトソーシング
アウトソーシングは、顧客が、当社グループである株式会社ベネフィット・ワンの運営する会員

組織の法人会員となり、法人会員の従業員または協業先企業の顧客等の会員が福利厚生メニューを
利用できる福利厚生・パーソナル・CRM事業、当該会社の運営するプログラム（インセンティブ・
ポイント）を導入した顧客企業の従業員等の認定利用者に対する報奨ポイントの発行・管理運営・
ポイント交換アイテムの提供を行うインセンティブ事業、ならびに、健診サービス、保健指導及び
ワクチン接種支援等のヘルスケア事業等を行っております。福利厚生・パーソナル・CRM事業にお
ける履行義務は、主に、顧客企業から月会費を収受し、顧客企業の従業員または協業先企業の顧客
等の会員に対して、福利厚生サービス「ベネフィット・ステーション」を提供することであり、当
該履行義務は、契約期間にわたり均一のサービスを提供するものであるため、サービスを提供する
期間にわたり収益を認識しております。また、会員から受け取る対価のうち、サービスの提供に応
じて会員に対して付与される「ベネポ」については、将来利用されることが見込まれる金額相当を
別個の履行義務として「契約負債」に計上しており、「ベネポ」が利用された時点及び失効した時点
で収益を認識しております。当該「ベネポ」については、過去の利用率等に基づき将来利用される
ことが見込まれる金額相当額の見積計算を行い、別個の履行義務として会員から受け取る会費を配
分しております。インセンティブ事業における履行義務は、インセンティブ・ポイントの発行・管
理運営・ポイント交換アイテムの提供を行うことであり、交換アイテムの引渡しをもって、認定利
用者にアイテムの法的所有権、物理的占有、所有に伴う重大なリスク及び経済価値が移転し、履行
義務が充足されると判断し、交換アイテムの提供が完了した時点で収益を認識しております。ヘル
スケア事業における履行義務は、健診サービス、保健指導及びワクチン接種等の健康支援サービス
を提供することであり、健診サービスについては、業務完了時点で収益を認識しており、保健指導
及びワクチン接種支援については、一定期間にわたって収益を認識しております。また、ヘルスケ
ア事業における健診サービス、ワクチン接種支援については、他の当事者が関与しており、当社グ
ループの役割が当該他の当事者によりサービスが提供されるよう手配すること等のため、代理人に
該当する取引と判断し、純額で収益を認識しております。なお、履行義務を充足してから対価を受
領するまでの期間が通常は１年以内であるため、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な
金融要素の調整は行っておりません。

⑦ ライフソリューション
ライフソリューションは、認可・認証保育所、企業内保育施設、学童保育の運営等を行う保育事

業、デイサービスや訪問介護等を行う介護事業、家事代行事業等を行っております。保育事業にお
ける履行義務は、自治体との契約により園児数、保育士数等の一定の要件に応じた保育園の運営を
行うことであり、主に毎月の保育の実施を行った時点で、契約に定められた要件に基づき算定され
た額を収益として認識しております。また、企業との契約により保育サービスを提供する場合には、
当該履行義務は、契約期間において、園児等を預かり、一定の保育サービスを提供することであり、
毎月の預かり園児数及び保育時間を基に収益を認識しております。
介護事業における履行義務は、毎月のケアプランに基づくサービスを提供することであり、サー

ビスを提供した時点でケアプランの内容に応じて収益を認識しております。家事代行サービスにお
ける履行義務は、清掃・料理提供等のサービスを提供することであり、サービスを提供した時点で
稼働時間を基に収益を認識しております。なお、履行義務を充足してから対価を受領するまでの期
間が通常は１年以内であるため、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整
は行っておりません。

⑧ 地方創生ソリューション
地方創生ソリューションは、地域の特産品や既存の施設を活用した飲食事業やアミューズメント

事業、宿泊事業のほか、地域活性化のための観光促進や企業誘致に関する事業を行っています。地
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方創生ソリューションにおける履行義務は、主に顧客に対して飲食、アミューズメントサービス、
宿泊サービスを提供することであり、当該履行義務は、飲食物の提供、アトラクションの利用、宿
泊施設の使用によって充足されるため、顧客に財またはサービスを提供した時点で収益を認識して
おります。なお、履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、
当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係ならび
に当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる
収益の金額及び時期に関する情報
（1）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：百万円）

当連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 39,304 40,973

契約資産 4,963 10,008

契約負債 9,243 8,453

契約資産は、主にBPOサービスにおける契約について、期末日現在で部分的に完了しているが未
請求の業務支援サービスに係る対価に対する当社グループ会社の権利に関するものであります。契
約資産は、対価に対する当社グループの権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権
に振り替えられます。当該業務支援サービスに係る対価は、受託した業務が全て完了し、顧客へ業
務報告書等を提出した後、顧客の検査を受け、請求した時点で売掛金に振り替えております。契約
負債は、主に、キャリアソリューションの再就職支援における契約について、利用者がサービス提
供を受ける前に顧客より受領した分の前受金に関するもの、アウトソーシングのインセンティブ事
業におけるインセンティブ・ポイントについて、顧客企業が顧客企業の従業員等にインセンティ
ブ・ポイントを付与する時を基準日として前受しているもの及び福利厚生・パーソナル・CRM事業
における契約について、サービスの提供に応じて会員（個人）に対して付与される「ベネポ」に関
するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
当連結会計年度に認識された収益のうち、期首時点で契約負債に含まれていた金額は6,228百万円

です。また、当連結会計年度において、過去の期間に充足（または部分的に充足）した履行義務か
ら認識した収益の額に重要性はありません。

（2）残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適

用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。
当該履行義務は、主にBPOサービスにおける契約であり、残存履行義務に配分した取引価格の総

額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。なお、顧客との契約から受け取
る対価の額に、取引価格に含まれていない重要な変動対価の額等はありません。

（単位：百万円）
当連結会計年度

１年以内 37,331

１年超２年以内 16,937

２年超３年以内 6,054

３年超 11,069

合計 71,393
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（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,276円 00銭
２．１株当たり当期純利益 220円 19銭

（注） 株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託（BBT）及び株式給付信託（J-ESOP）に
残存する自社の株式は、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上、期末発行済株式総数及
び期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
当連結会計年度における１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株

式の期末株式数及び期中平均株式数は、株式給付信託（BBT）は424,862株及び443,070株であり、株
式給付信託（J-ESOP）は298,114株及び299,370株であります。
また「（会計方針の変更に関する注記）」に記載のとおり、「収益認識に関する会計基準」等を適用して

おり、当連結会計年度の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益に与える影響は軽微であります。

（追加情報）
１．当社の株式給付信託
（1）株式給付信託（BBT）

当社は、2015年８月19日開催の株主総会決議に基づき、2015年10月26日より業績連動型
株式報酬制度として株式給付信託（BBT）（以下「BBT制度」という。）を導入しており、その
対象者は評価対象事業年度の９月１日時点において取締役（監査等委員である取締役、社外取
締役及び非業務執行取締役を除く。）及び役付執行役員（監査等委員会設置会社移行直前に取
締役であった者に限る。）として在任していた者（以下「取締役等」という。）としておりま
す。

① 取引の概要
BBT制度の導入に際し、「役員株式給付規程」を制定しております。当社は、制定した役員株

式給付規程に基づき、将来給付する株式を予め取得するために、信託銀行に金銭を信託し、信
託銀行はその信託された金銭により当社株式を取得しました。
BBT制度は、役員株式給付規程に基づき、取締役等にポイントを付与し、そのポイントに応

じて、取締役等に株式を給付する仕組みです。
企業会計基準委員会が公表した「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）を参考に取締役等に対しても
同取扱いを読み替えて適用し、BBT制度に関する会計処理としては、信託の資産及び負債を企
業の資産及び負債として貸借対照表に計上する総額法を適用しております。
役員株式給付規程に基づく取締役等への株式の給付に備えるため、当連結会計年度末におけ

る株式給付債務の見込額に基づき役員株式給付引当金を計上しております。

② 信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資

産の部に自己株式として計上しております。当連結会計年度末の当該自己株式の帳簿価額及び
株式数は、544百万円及び424,862株であります。

③ 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額
該当事項はありません。

（2）株式給付信託（J-ESOP）
当社は、2015年10月26日より、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めることを
目的に当社従業員ならびに当社子会社の役員及び従業員（以下「従業員等」という。）に対し
て自社の株式を給付するインセンティブプランとして株式給付信託（J-ESOP）（以下
「J-ESOP制度」という。）を導入しております。
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① 取引の概要
J-ESOP制度の導入に際し、「株式給付規程」を制定しております。当社は、制定した株式給

付規程に基づき、将来給付する株式を予め取得するために、信託銀行に金銭を信託し、信託銀
行はその信託された金銭により当社株式を取得しました。
J-ESOP制度は、株式給付規程に基づき、従業員等にポイントを付与し、そのポイントに応じ

て、従業員等に株式を給付する仕組みです。
企業会計基準委員会が公表した「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）を適用し、J-ESOP制度に関
する会計処理としては、信託の資産及び負債を企業の資産及び負債として貸借対照表に計上す
る総額法を適用しております。
株式給付規程に基づく従業員等への株式の給付に備えるため、当連結会計年度末における株

式給付債務の見込額に基づき従業員株式給付引当金を計上しております。

② 信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資
産の部に自己株式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価
額及び株式数は、379百万円及び298,114株であります。

③ 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額
該当事項はありません。

２．連結子会社の株式給付信託
（1）株式給付信託（BBT）

当社の連結子会社である株式会社ベネフィット・ワン（以下「ベネフィット･ワン」とい
う。）は、2016年６月29日開催の株主総会決議に基づき、2016年９月２日より、ベネフィッ
ト・ワン取締役（業務執行取締役に限る。以下同じ。）に対する業績連動型株式報酬制度とし
て株式給付信託（BBT）（以下「BBT制度」という。）を導入しております。
また、ベネフィット・ワンは、2019年６月25日開催の株主総会において、主として監査等
委員会設置会社への移行に伴い、従前の監査役会設置会社における取締役に対するBBT制度に
係る報酬枠を廃止し、取締役（監査等委員である取締役を除くものとし、業務執行取締役に限
る。以下同じ。）に対する業績連動型株式報酬に係る報酬枠の設定を改めて決議しております。

① 取引の概要
BBT制度の導入に際し、「役員株式給付規程」を新たに制定しております。ベネフィット・ワ
ンは、制定した役員株式給付規程に基づき、将来給付する株式を予め取得するために、信託銀
行に金銭を信託し、信託銀行はその信託された金銭によりベネフィット・ワン株式を取得しま
した。
BBT制度は、役員株式給付規程に基づき、ベネフィット・ワン取締役にポイントを付与し、
そのポイントに応じて、ベネフィット・ワン取締役に株式を給付する仕組みです。
企業会計基準委員会が公表した「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）を参考にベネフィット・ワン
取締役に対しても同取扱いを読み替えて適用し、BBT制度に関する会計処理としては、信託の
資産及び負債を企業の資産及び負債として貸借対照表に計上する総額法を適用しております。
「役員株式給付規程」に基づくベネフィット・ワン取締役へのベネフィット・ワン株式の給
付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき役員株式給付引当
金を計上しております。
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② 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額
該当事項はありません。

（2）株式給付信託（J-ESOP）
ベネフィット・ワンは、2016年７月28日開催の取締役会決議に基づき、2016年９月２日
より、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めることを目的として、ベネフィット・
ワン従業員ならびにベネフィット・ワン子会社の役員及び従業員（以下「従業員等」という。）
に対して同社の株式を給付するインセンティブプラン株式給付信託（J-ESOP）（以下
「J-ESOP制度」という。）を導入しております。

① 取引の概要
J-ESOP制度の導入に際し、「株式給付規程」を新たに制定しております。ベネフィット・ワ
ンは、制定した「株式給付規程」に基づき、将来給付する株式を予め取得するために、信託銀
行に金銭を信託し、信託銀行はその信託された金銭によりベネフィット・ワン株式を取得しま
した。
J-ESOP制度は、「株式給付規程」に基づき、従業員等にポイントを付与し、そのポイントに
応じて、従業員等に株式を給付する仕組みです。
企業会計基準委員会が公表した「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）を適用し、J-ESOP制度に関
する会計処理としては、信託の資産及び負債を企業の資産及び負債として貸借対照表に計上す
る総額法を適用しております。
「株式給付規程」に基づく従業員等へのベネフィット・ワン株式の給付に備えるため、当連
結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき従業員株式給付引当金を計上しておりま
す。

② 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額
該当事項はありません。
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（重要な後発事象に関する注記）
(連結子会社の自己株式の取得及び消却)
当社の連結子会社である株式会社ベネフィット・ワン（３月決算会社。以下「ベネフィット･ワ

ン」という。）は、2022年５月10日開催の取締役会において、会社法第459条第１項の規定による
定款の定めに基づき、自己株式取得に係る事項について決議するとともに、会社法第178条の規定
に基づき、保有する自己株式の一部を消却することを決議しました。

１．自己株式の取得及び消却を行う理由
資本効率の向上及び株主の皆様への利益還元を図るため。

２．取得に係る事項の内容
（１）取得対象株式の種類 ベネフィット・ワン普通株式
（２）取得し得る株式の総数 800,000株(上限)
（自己株式を除く発行済株式総数に対する割合0.50％（2022年３月31日現在））
※ベネフィット・ワンは株式給付信託（J-ESOP）及び株式給付信託（BBT）を導入してお
り、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）（以下、「信託E口」という。）がベネフィッ
ト・ワン株式を所有しておりますが、上記の自己株式には、信託E口が所有するベネフィッ
ト・ワン株式は含めておりません。

（３）株式の取得価額の総額 1,500,000,000円（上限）
（４）取得する期間 2022年５月12日～６月10日
（５）取得の方法 取引一任契約に基づく東京証券取引所における市場買付

３．取得結果
（１）取得した株式の種類 ベネフィット・ワン普通株式
（２）取得した株式の総数 779,100株
（３）株式の取得価額の総額 1,499,989,399円
（４）株式取得日 2022年５月12日～６月８日（約定ベース）
（５）取得の方法 取引一任契約に基づく東京証券取引所における市場買付

４．消却に係る事項の内容
（１）消却した株式の種類 ベネフィット・ワン普通株式
（２）消却した株式の数 上記３により取得した自己株式の総数と同数
（３）消却日 2022年６月30日
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（その他の注記）
（企業結合等関係）
１．取得による企業結合

当社の連結子会社である株式会社ベネフィット・ワン（３月決算会社。以下、「ベネフィッ
ト・ワン」という。）は、株式会社JTBベネフィット（以下、「JTBベネフィット」という。）の全
株式を2021年10月29日付で取得し、子会社化いたしました。なお、2022年４月１日をもって
ベネフィット・ワンは、JTBベネフィットを吸収合併しております。

（1）企業結合の概要
①被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称 株式会社JTBベネフィット
事業内容 福利厚生代行サービス

②企業結合を行った主な理由
新型コロナウイルス感染症は社会経済に大きな影響を及ぼす一方で、多くの企業において働

き方改革や健康経営、デジタル化などの取組みを加速させる契機ともなっており、企業の人事
部門では今後ますますアウトソーシングサービス活用が進むとともに、HRDX（人事領域にお
けるデジタルトランスフォーメーション）への対応が重要な経営課題となる見通しです。
ベネフィット・ワンではこうした社会経済動向を機会ととらえ、福利厚生やヘルスケアなど

のアウトソーシングサービスはもとより、人事労務関連の多様なアウトソーシングサービスと
連携して人事・健康データの管理・活用を可能とする「ベネワン・プラットフォーム」を開発
し、企業のHRDX支援のためのプラットフォーム戦略を推進しており、同基盤を広く普及させ
会員拡大を加速させることを中長期の中核戦略として取組んでおります。
一方のJTBベネフィットは、2000年の創業以来、「働く人々のワークライフバランス」と

「活力ある職場づくり」への貢献を目指す福利厚生サービスの有力プレーヤーであります。
今般、ベネフィット・ワンの中期経営計画に沿い、会員基盤とサービス流通の飛躍的な拡大

を期待して、JTBベネフィットを当社グループに迎え入れることといたしました。
③企業結合日
2021年10月29日

④企業結合の法的形式
現金を対価とした株式の取得

⑤結合後企業の名称
名称の変更はありません。

⑥取得した議決権比率
100%

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
ベネフィット・ワンの現金を対価とする株式取得を実施したため、ベネフィット・ワンを取
得企業としております。

（2）連結計算書類に含まれている被取得企業の業績期間
2022年１月１日から2022年３月31日

（3）取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 12,177百万円
取得原価 12,177百万円

（4）主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー業務に対する報酬等 139百万円
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（5）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①発生したのれんの金額
5,898百万円

②発生原因
取得原価が被取得企業の純資産を上回ったため、その超過額をのれんとして計上しておりま
す。

③償却方法及び償却期間
20年間にわたる均等償却

（6）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額ならびにその主な内訳
流動資産 3,183百万円
固定資産 9,054百万円
資産合計 12,238百万円
流動負債 3,253百万円
固定負債 2,706百万円
負債合計 5,959百万円

（7）のれん以外の無形固定資産に配分された金額及び償却期間
顧客関係資産 金額 8,441百万円

償却期間 22年

（8）企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計
算書に及ぼす影響の概算及びその算定方法
売上高 5,800百万円
営業利益 328百万円
経常利益 354百万円
税金等調整前当期純利益 354百万円
親会社株主に帰属する当期純利益 89百万円
１株当たり当期純利益 2.28円

（概算額の算定方法）
企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定し算定された売上高及び損益情報と、当社
グループの連結損益計算書における売上高及び損益情報との差額を影響の概算額としております。
なお、当該注記は監査証明を受けておりません。
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２．子会社株式の一部売却
当社の連結子会社であるビーウィズ株式会社（以下、「ビーウィズ」という。）は、2022年３
月２日に東京証券取引所市場第一部へ新規上場し、公募による新株発行（普通株式900,000株）
を行いました。また、上場に伴い、当社は保有する同社株式を一部売却いたしました。なお、ビ
ーウィズは、2022年４月４日より東京証券取引所プライム市場へ移行しております。

（1）取引の概要
①子会社の名称及び事業の内容
子会社の名称 ビーウィズ株式会社

事業の内容
自社開発のクラウド型PBX「Omnia LINK」等のデジタル技術を活用したコ
ンタクトセンター・BPOサービスの提供、及び各種AI・DXソリューション開
発・販売

②株式売却日
第１回 2022年３月２日
第２回 2022年４月１日（オーバーアロットメント）

③企業結合の法的形式
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の非支配株主への一部売却

④取引の目的を含む取引の概要
当社の連結子会社であるビーウィズが2022年３月２日に東京証券取引所市場第一部へ新規
上場したことを受け、保有する同社株式の一部を売却いたしました。
ビーウィズの株式上場は、同社の社会的信用や国内外の知名度を向上させ、取引先の拡大と
優秀な人材の採用を促進し、継続的な事業の拡大につながります。同社の事業拡大は、当社グ
ループ全体の更なる企業価値の向上に貢献するものと考えています。
本上場後もビーウィズの株式保有割合の過半数を当社が維持し、グループシナジーを活かし
ながら、グループ全体の成長を推進してまいります。

（2）実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計
基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16
日）に基づき、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として、売却した株式に対応する
持分を当社の持分から減額し、非支配株主持分を増額させるとともに、売却による当社の持分の減
少額と売却価額との間に生じた差額を、資本剰余金とする処理を行っております。

（3）非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項
①資本剰余金の主な変動要因
売却による当社の持分の減少額と売却価格との間に生じた差額によるものであります。

②非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額
2,984百万円

― 29 ―



【 株主資本等変動計算書 】
（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資 本

準備金
その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

その他
利 益
剰余金 利 益

剰余金
合 計繰越利益

剰 余 金
2021年６月１日残高 5,000 5,000 7,653 12,653 3,302 3,302 △2,377 18,577
事業年度中の変動額
剰余金の配当 － － － － △1,196 △1,196 － △1,196
当期純利益 － － － － 1,338 1,338 － 1,338
自己株式の取得 － － － － － － △0 △0
株式給付信託による
自己株式の処分 － － － － － － 39 39

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

－ － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － － － 141 141 39 180
2022年５月31日残高 5,000 5,000 7,653 12,653 3,443 3,443 △2,338 18,757

評価・換算差額等

純資産合計そ の 他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

2021年６月１日残高 1 1 18,578
事業年度中の変動額
剰余金の配当 － － △1,196
当期純利益 － － 1,338
自己株式の取得 － － △0
株式給付信託による
自己株式の処分 － － 39

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

△0 △0 △0

事業年度中の変動額合計 △0 △0 180
2022年５月31日残高 1 1 18,758
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【 個別注記表 】
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．重要な資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

② その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの
時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・市場価格のない株式等
移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２
項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じ
て入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

（2）デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

（3）棚卸資産の評価基準及び評価方法
原材料及び貯蔵品
最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

・建物（附属設備を含む）及び構築物
定額法（ただし、2016年３月31日以前に取得した建物附属設備及び構築物は定率法）
・その他の有形固定資産
定率法

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウエア 社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法

（3）リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３．繰延資産の処理方法
社債発行費
社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

４．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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（2）賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

（3）役員賞与引当金
役員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
なお、当事業年度末における計上はありません。

（4）役員株式給付引当金
「役員株式給付規程」に基づく取締役及び役付執行役員への株式の給付に備えるため、当事業

年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

（5）従業員株式給付引当金
「株式給付規程」に基づく従業員等への株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式

給付債務の見込額に基づき計上しております。

（6）退職給付引当金
従業員の退職給付に充てるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方
法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、発生年度の翌事業年度に一括損益処理しております。

５．重要な収益の計上基準
当社の収益は、主として子会社からの経営企画収入及び配当収入となります。経営企画収入につい

ては、子会社への契約内容に応じた受託業務を提供することが履行義務であり、業務が実施された時
点で当社の履行義務が充足されることから当該時点で収益を認識しております。
配当収入については、配当金の効力発生日をもって認識しております。

６．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法
原則として、繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしているた
め、金利スワップは特例処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：金利スワップ
ヘッジ対象：借入金

③ ヘッジ方針
金利等の相場変動リスクの軽減、資金調達コストの低減、または将来のキャッシュ・フロ
ーを最適化するためにデリバティブ取引を行っております。短期的な売買差益の獲得や投機
を目的とするデリバティブ取引は行わない方針であります。

④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段の相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額を基礎
にして、ヘッジの有効性を評価することとしております。なお、金利スワップの特例処理の
要件を満たしているため、ヘッジの有効性の評価を省略しております。
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（2）退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処理

の方法と異なっております。

（3）連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

（4）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。た
だし、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設されたグループ
通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項
目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する
取扱い」(実務対応報告第39号 2020年３月31日)第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る
会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日)第44項の定めを適用
せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。
なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人
税ならびに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合
の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）を適用する予
定であります。

（会計方針の変更に関する注記）
１．収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当事業年度の期
首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財またはサービスと
交換に受け取れると見込まれる金額で収益を認識しております。なお、計算書類に与える影響はあ
りません。

２．時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会

計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に
関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱い
に従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしてお
ります。なお、計算書類に与える影響はありません。
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（会計上の見積りに関する注記）
１．地方創生ソリューションセグメントに属する固定資産の評価
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(単位：百万円)
科目名 金額

有形固定資産 建物 3,637
構築物 337
工具、器具及び備品 261
土地 154
リース資産 2
建設仮勘定 0

有形固定資産合計 4,394
無形固定資産 ソフトウエア 5

その他 2
無形固定資産合計 7

固定資産合計 4,401

減損損失 132

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
当事業年度の計算書類に計上されている有形固定資産及び無形固定資産合計16,649百万円の
うち、4,401百万円は地方創生ソリューションセグメントに属する固定資産であり、当事業年度
において、減損損失を132百万円計上しております。減損損失に至った経緯ならびに固定資産の
減損会計等の見積りについては、「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）」に記載している
ため、注記を省略しております。

２．地方創生ソリューションセグメントに属する関係会社株式の評価
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(単位：百万円)
科目名 金額

関係会社株式 5,604

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
当事業年度の計算書類に計上されている関係会社株式33,596百万円には、市場価格がない株
式が含まれております。そのうち、地方創生ソリューションセグメントに属する関係会社株式が
5,604百万円含まれており、当事業年度において、関係会社株式評価損を626百万円計上してお
ります。
市場価格のない関係会社株式の減損処理の要否は、取得原価と実質価額とを比較することによ
り判定されており、実質価額が取得原価に比べ50％以上低下したときは、回復する見込みがあ
ると認められる場合を除き、実質価額まで減損処理する方針としております。減損判定の基礎と
なる実質価額の算定にあたっては、子会社が保有する固定資産に関する減損の認識の要否を考慮
する必要があり、その見積りの内容に関する情報については、連結計算書類の「連結注記表（会
計上の見積りに関する注記）」に記載しております。
子会社が保有している固定資産について減損損失の認識が必要と判断された場合、実質価額の
算定及び投資の評価損の金額に大きな影響が生じる可能性があり、さらに実質価額がマイナスと
なった場合には当該会社への債権及び債務保証に係る損失やこれらを超えて当該会社で発生する
損失の負担に備えるため、損失見込み額に対する引当金の計上が必要になる可能性があります。
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（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 3,899百万円

２．保証債務
借入金に対する債務保証
株式会社ニジゲンノモリ 1,597百万円

ファシリティローンに対する債務保証
PT. Dutagriya Sarana 44百万円

旅行業代理店業務に対する債務保証
長崎ダイヤモンドスタッフ株式会社 15百万円

３．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務
関係会社に対する短期金銭債権 8,312百万円
関係会社に対する短期金銭債務 25,255百万円
関係会社に対する長期金銭債権 70百万円

（損益計算書に関する注記）
１．関係会社との取引高の総額

売上高 8,393百万円
売上原価 21百万円
販売費及び一般管理費 3,350百万円
営業取引以外の取引高 260百万円

２．関係会社株式売却益
連結子会社であるビーウィズ株式会社の株式について、一部売却を行ったことによるものであ

ります。

３．減損損失
（1）減損損失を計上した主な資産グループの概要

場所 用途 種類
兵庫県淡路市 商業用 建物及び構築物 等

（2）減損損失に至った主な経緯
商業用の一部施設において、今後の事業計画を見直した結果、回収可能価額が帳簿価額を下回

ったため、その帳簿価額全額を減損損失として計上しております。

（3）減損損失の金額
（単位：百万円）

種類 金額
建物 98
構築物 23
工具、器具及び備品 4
土地 4
無形固定資産等 0
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（4）資産のグルーピングの方法
当社は、原則として独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主として法人を

基本単位として資産のグルーピングをしておりますが、一部においては、店舗を基本単位として
資産のグルーピングをしております。

（5）回収可能価額の算定方法
上記資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・

フローが見込めないため零としております。

４．関係会社株式評価損
地方創生ソリューション事業を行う株式会社パソナふるさとインキュベーション他、連結子会

社の株式について、減損処理を行ったことによるものであります。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度
期首株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度
期末株式数
（株）

普通株式 2,550,899 71 34,876 2,516,094
（注）１．当事業年度末の自己株式（普通株式）には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式424,862株及び株式

給付信託（J-ESOP）が保有する当社株式298,114株が含まれております。
２．自己株式（普通株式）の株式数の増加71株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
３．自己株式（普通株式）の株式数の減少34,876株は、株式給付信託（BBT）の給付による減少27,238株及び
株式給付信託（J-ESOP）の給付による減少7,638株によるものであります。
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
減価償却超過額 424百万円
貸倒引当金 50百万円
賞与引当金 61百万円
未払事業所税 7百万円
未払事業税 14百万円
未払費用 2百万円
会社分割に伴う関係会社株式 843百万円
投資簿価修正 736百万円
関係会社株式評価損 3,377百万円
繰越欠損金 1,412百万円
資産除去債務 54百万円
その他 446百万円
繰延税金資産小計 7,429百万円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △1,412百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △5,809百万円
評価性引当額小計 △7,221百万円
繰延税金資産合計 208百万円

繰延税金負債
前払年金費用 △36百万円
その他有価証券評価差額金 △0百万円
資産除去債務 △32百万円
その他 △49百万円
繰延税金負債合計 △118百万円

繰延税金資産の純額 89百万円
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（関連当事者との取引に関する注記）
１．当社の子会社及び関連会社等

種類 会社等
の名称 所在地

資本金
または
出資金
（百万円）

事業の内容
関連
当事者
との関係

議決権等
の所有
（被所有）
割合（％）

取引の
内容

取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

子会社 株式会社
パソナ

東京都
千代田区 100

人 材 派 遣、
ＢＰＯ
（委託・請
負）、人材紹
介、再就職
支援事業

経営管理
資金の
預け及び
預り
役員の兼任
（１名）

所有
直接100.0

資金の預け
(注) ２ 2,210

ＣＭＳ
預り金 14,200

資金の預り
(注) ２ 5,464

利息の受取 2

利息の支払 8

経営企画収入
(注) １ 2,268

売掛金 253
配当収入 1,500

子会社
株式会社
ベネフィッ
ト・ワン

東京都
千代田区 1,527

福利厚生
代行サービ
ス事業

資金の預り
役員の兼任
（１名）

所有
直接51.08

資金の預り
（注）２ 1,660

ＣＭＳ
預り金 －

利息の支払 3

配当収入 2,436 売掛金 －

子会社
株式会社
パソナ
テック

東京都
千代田区 100

人材派遣、
ＢＰＯ
（委託・請
負）、人材紹
介事業

経営管理
資金の預り

所有
直接100.0

資金の預り
（注）２ 907

ＣＭＳ
預り金 1,021

利息の支払 1

子会社
株式会社
ニジゲンノ
モリ

兵庫県
淡路市 100

アニメパー
ク「ニジゲ
ンノモリ」
の運営、地
方創生事業
等

資金の預け
増資の引受
役員の兼任
（１名）
債務の保証

所有
直接99.90
間接0.10

資金の預け
（注）２ 2,754

ＣＭＳ
預け金 2,624

利息の受取 11

増資の引受
(注）３ 1,100 － －

債務の保証
(注）４ 1,597 － －

子会社
株式会社
パソナ

ＪＯＢＨＵＢ
東京都
千代田区 50

人材派遣、
ＢＰＯ
（委託・請
負）、人材紹
介事業

経営管理
資金の預り

所有
直接100.0

資金の預り
(注）２ 1,215

ＣＭＳ
預り金 1,374

利息の支払 2

子会社
パソナ・
パナソニック
ビジネスサー
ビス株式会社

大阪府
大阪市 20

総務事務
アウトソー
シング事業

資金の預り
役員の兼任
（１名）

所有
直接66.50

資金の預り
（注）２ 1,373

ＣＭＳ
預り金 1,521

利息の支払 2

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．経営企画収入の金額については、グループ会社経営管理のための当社の必要経費を基準として合理的に決定し

ております。
２．資金の預け及び預りは、当社が当社グループ各社との間で契約締結しているCMS（キャッシュ・マネジメン

ト・システム）に係るものであり、利息は市場金利を勘案して合理的に決定しております。また、取引金額は
期中平均残高を記載しております。

３．当社が株式会社ニジゲンノモリに対して１株につき50,000円で出資したものであります。
４．株式会社ニジゲンノモリの借入金に対する債務保証を行ったものであります。
５．その他の取引条件については、当社と関連を有しない他社とほぼ同様の条件あるいは市場価格を勘案して一般

取引条件または協議により決定しております。
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（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「（重要な会計方針に係る事項

に関する注記）５．重要な収益の計上基準」に記載のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 478円 85銭
２．１株当たり当期純利益 34円 18銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
２．株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託（BBT）及び株式給付信託（J-ESOP）に残存

する自社の株式は、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上、期末発行済株式総数及び期中平
均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。当事業年度における１株当たり純資産額及び１
株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数及び期中平均株式数は、株式給付信託
（BBT）は424,862株及び443,070株であり、株式給付信託（J-ESOP）は298,114株及び299,370株であり
ます。

（追加情報）
１．株式給付信託（BBT）

取締役（監査等委員である取締役、社外取締役及び非業務執行取締役を除く。）及び役付執行役
員（監査等委員会設置会社移行直前に取締役であった者に限る。）に信託を通じて自社の株式を交
付する取引に関する注記については、「連結注記表（追加情報）」に同一の内容を記載しているの
で、注記を省略しております。

２．株式給付信託（J-ESOP）
当社従業員ならびに当社子会社の役員及び従業員に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関

する注記については、「連結注記表（追加情報）」に同一の内容を記載しているので、注記を省略し
ております。
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